
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2020年10月15日

【四半期会計期間】 第７期第２四半期（自　2020年６月１日　至　2020年８月31日）

【会社名】 株式会社ベイカレント・コンサルティング

【英訳名】 BayCurrent Consulting, Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　阿部　義之

【本店の所在の場所】 東京都港区虎ノ門一丁目23番１号　虎ノ門ヒルズ森タワー９階

【電話番号】 （０３）５５０１－０１５１（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長　中村　公亮

【最寄りの連絡場所】 東京都港区虎ノ門一丁目23番１号　虎ノ門ヒルズ森タワー９階

【電話番号】 （０３）５５０１－０１５１（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長　中村　公亮

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

 

EDINET提出書類

株式会社ベイカレント・コンサルティング(E32549)

四半期報告書

 1/33



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　当社は、日本基準に基づいて財務諸表を作成しておりますが、第１期より国際会計基準（以下、「IFRS」とい

う。）に基づいた財務諸表も作成しているため、IFRSに基づく経営指標等も参考情報として記載しております。

 

日本基準に基づく経営指標等

回次

日本基準

第６期
第２四半期
累計期間

第７期
第２四半期
累計期間

第６期

会計期間
自2019年３月１日
至2019年８月31日

自2020年３月１日
至2020年８月31日

自2019年３月１日
至2020年２月29日

売上高 （百万円） 14,894 19,708 32,917

経常利益 （百万円） 2,458 4,934 7,102

四半期（当期）純利益 （百万円） 1,536 3,196 5,010

持分法を適用した場合の投資利益 （百万円） － － －

資本金 （百万円） 282 282 282

発行済株式総数 （株） 15,541,141 15,541,141 15,541,141

純資産額 （百万円） 13,583 19,429 16,606

総資産額 （百万円） 24,746 30,517 29,097

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 101.44 209.25 329.81

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） 100.77 208.48 327.95

１株当たり配当額 （円） 30.00 55.00 90.00

自己資本比率 （％） 54.9 63.7 57.1

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 3,138 3,474 7,398

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △10 △262 △107

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △1,271 △1,438 △2,248

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残

高
（百万円） 4,842 9,802 8,028

 

回次

日本基準

第６期
第２四半期
会計期間

第７期
第２四半期
会計期間

会計期間
自2019年６月１日
至2019年８月31日

自2020年６月１日
至2020年８月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 36.83 92.82

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社を有していないため記載しておりません。
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（参考情報）

　IFRSに基づく経営指標等

回次

IFRS

第６期
第２四半期
累計期間

第７期
第２四半期
累計期間

第６期

会計期間
自2019年３月１日
至2019年８月31日

自2020年３月１日
至2020年８月31日

自2019年３月１日
至2020年２月29日

売上収益
（百万円）

14,908 19,754 32,978

（第２四半期会計期間） (7,088) (9,734)  

税引前四半期利益又は税引前利益 （百万円） 2,821 5,375 7,976

四半期（当期）利益
（百万円）

1,913 3,618 5,912

（第２四半期会計期間） (811) (1,617)  

四半期（当期）包括利益 （百万円） 1,913 3,618 5,912

持分法を適用した場合の投資利益 （百万円） － － －

資本金 （百万円） 282 282 282

発行済株式総数 （株） 15,541,141 15,541,141 15,541,141

資本合計 （百万円） 17,806 24,284 21,448

資産合計 （百万円） 30,258 37,788 35,241

基本的１株当たり四半期（当期）利益
（円）

126.31 236.97 389.09

（第２四半期会計期間） (53.52) (105.77)  

希薄化後１株当たり四半期（当期）利益 （円） 125.48 236.09 386.90

１株当たり配当額 （円） 30.00 55.00 90.00

自己資本比率 （％） 58.8 64.3 60.9

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 3,425 3,811 7,976

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △10 △262 △107

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △1,558 △1,775 △2,826

現金及び現金同等物の四半期末（期末）

残高
（百万円） 4,842 9,802 8,028

　（注）１．当社は第１期よりIFRSに基づいて財務諸表を作成しております。

２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

３．売上収益には、消費税等は含まれておりません。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社を有していないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会

社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

　なお、本四半期報告書提出日現在において、当社の業績に新型コロナウイルス感染症による大きな影響は見られて

おりませんが、当該感染症による影響が長期化した場合における当社の業績への影響については、引き続き注視して

まいります。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第２四半期累計期間における我が国の経済は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、先行きが不透明

な状況となっております。

　一方、コンサルティング業界は、企業が企業価値の向上を目指すために必要なグローバル化、業界再編、新たな

ビジネスの創出、働き方改革、そして、それらの実現に不可欠なデジタル技術の活用（デジタルトランスフォー

メーション（注１））等、企業活動を様々な側面から支援するニーズは引き続き予想され、通信業界を中心にテレ

ワーク推進等に向けた新たな需要も見込める状況であります。

　このような状況のもと、当社は、2018年４月に公表いたしました「中期経営計画（FY2019－FY2021)」におい

て、2019年２月期から2021年２月期までを「将来の持続的な事業拡大に向けた基盤固めの３年間」と位置付けてお

り、中期経営計画における業績目標（売上収益：32,000～35,000百万円、EBITDA：約7,000百万円、１株当たり当

期利益：約300円）については前期で達成しておりますが、2021年２月期においても、引き続き将来の持続的な成

長に向けた基盤づくりとして、既存事業の進展（人員増と高付加価値化）による着実な成長を実現することを目標

として掲げております。

　当第２四半期累計期間においては、新型コロナウイルス感染症防止及び感染拡大リスク低減のため、従業員の衛

生管理の徹底並びに在宅勤務、時差通勤の推進、オンラインによる会議の活用、国内外の出張の自粛等の措置を

とったことにより事業活動が制限される中、リモートワーク等を活用しプロジェクトを推進すると共に、新たに約

330名のコンサルタント（新卒含む）を採用することができました。

　当第２四半期累計期間における収益面については、2020年３月において、前事業年度から継続していた好調な受

注状況と併せて前事業年度に約24％増員したコンサルタントの戦力化が進んだこともあり、前年同期に比べ大幅な

増収となりました。2020年４月から５月にかけては、新型コロナウイルス感染症拡大や緊急事態宣言の発令による

顧客企業の活動停滞等により、当社の事業においても若干ながら影響を受けましたが、前年同期に比べ増収となり

ました。2020年６月以降は、緊急事態宣言解除後の経済活動が徐々に再開する中において当社の受注状況は堅調に

推移し、前年同期に比べ増収となりました。

　なお、2020年３月～８月平均の稼働率（注２）については、80％台後半の水準となりました。

　これらの結果、当第２四半期累計期間における日本基準による売上高、又はIFRSによる売上収益については、前

年同期に比べ（日本基準：32.3％増、IFRS：32.5％増）増収となり、営業利益については、前年同期に比べ（日本

基準：99.3％増、IFRS：89.4％増）増益となりました。

　なお、当社は、コンサルティング事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載はしておりません。

 

（注１）デジタルトランスフォーメーション

クラウド、ビッグデータ、モビリティ等「第３のプラットフォーム技術」を導入/活用し、ＡＩやＩoＴ、

ＡＲ＆ＶＲ、ロボティクス等を導入すること。

 

（注２）稼働率

全所属コンサルタントに対する、ある時点においてプロジェクトに参画しているコンサルタントの割合
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（財政状態の状況）

　日本基準に準拠した当第２四半期会計期間末における財政状態の状況は以下のとおりであります。

　当第２四半期会計期間末における資産は、30,517百万円となり、前事業年度末に比べ1,420百万円増加しまし

た。これは主に、現金及び預金が1,777百万円、その他の流動資産が131百万円、有形固定資産が138百万円、投資

その他の資産が360百万円増加し、売掛金が392百万円、のれん償却額等により無形固定資産が561百万円減少した

ことによります。負債は、11,088百万円となり、前事業年度末に比べ1,403百万円減少しました。これは主に、未

払金が162百万円、その他の流動負債が768百万円、長期借入金が525百万円減少したことによります。純資産は、

19,429百万円となり、前事業年度末に比べ2,823百万円増加しました。これは、資本剰余金が342百万円、利益剰余

金が2,281百万円増加し、自己株式が201百万円減少したことによります。

　参考情報として、IFRSに準拠した当第２四半期会計期間末における財政状態の状況は以下のとおりであります。

　当第２四半期会計期間末における資産は、37,788百万円となり、前事業年度末に比べ2,547百万円増加しまし

た。これは主に、現金及び現金同等物が1,774百万円、有形固定資産が1,216百万円、その他の金融資産が119百万

円増加し、売上債権及びその他の債権が408百万円減少したことによります。負債は、13,504百万円となり、前事

業年度末に比べ289百万円減少しました。これは主に、リース負債が1,064百万円増加し、その他の流動負債が878

百万円、借入金が517百万円減少したことによります。資本は、24,284百万円となり、前事業年度末に比べ2,836百

万円増加しました。これは主に、自己株式が201百万円減少し、利益剰余金が2,703百万円増加したことによりま

す。

 

（経営成績の状況）

　日本基準に準拠した業績

（単位：百万円）

回次
2020年２月期

第２四半期累計期間

2021年２月期

第２四半期累計期間 増減率

（％）
会計期間

自 2019年３月１日

至 2019年８月31日

自 2020年３月１日

至 2020年８月31日

売上高 14,894 19,708 32.3

売上原価 8,908 10,979 23.2

売上総利益 5,986 8,729 45.8

　売上総利益率（％） 40.2％ 44.3％ －

販売費及び一般管理費 3,502 3,778 7.9

営業利益 2,484 4,951 99.3

　営業利益率（％） 16.7％ 25.1％ －

経常利益 2,458 4,934 100.7

四半期純利益 1,536 3,196 108.1

　（注）百万円未満は四捨五入して記載しております。
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（参考情報）

　IFRSに準拠した業績

（単位：百万円）

回次
2020年２月期

第２四半期累計期間

2021年２月期

第２四半期累計期間 増減率

（％）
会計期間

自 2019年３月１日

至 2019年８月31日

自 2020年３月１日

至 2020年８月31日

売上収益 14,908 19,754 32.5

売上原価 9,016 11,053 22.6

売上総利益 5,892 8,701 47.7

　売上総利益率（％） 39.5％ 44.0％ －

販売費及び一般管理費 3,039 3,299 8.6

営業利益 2,853 5,404 89.4

　営業利益率（％） 19.1％ 27.4％ －

税引前四半期利益 2,821 5,375 90.5

四半期利益 1,913 3,618 89.1

　（注）百万円未満は四捨五入して記載しております。
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（参考情報）

　当社は、投資家が会計基準の差異にとらわれることなく、当社の業績評価を行い、当社の企業価値についての純

粋な成長を把握するうえで有用な情報を提供することを目的として、EBITDAを経営成績に関する参考指標としてお

ります。なお、当該EBITDA及び算出方法は以下のとおりであります。

 

日本基準に基づくEBITDA ＝営業利益 ＋減価償却費及びその他の償却費 ＋のれん償却額

（単位：百万円）

回次
2020年２月期

第２四半期累計期間

2021年２月期

第２四半期累計期間

会計期間
自　2019年３月１日

至　2019年８月31日

自　2020年３月１日

至　2020年８月31日

日本基準による四半期財務諸表における営業利益 2,484 4,951

調整額：   

＋減価償却費及びその他の償却費 120 129

＋のれん償却額 472 472

調整額小計 592 601

日本基準に基づくEBITDA 3,076 5,552

　（注）百万円未満は四捨五入して記載しております。

 

IFRSに基づくEBITDA ＝営業利益 ＋減価償却費及び償却費 ±その他調整

（単位：百万円）

回次
2020年２月期

第２四半期累計期間

2021年２月期

第２四半期累計期間

会計期間
自　2019年３月１日

至　2019年８月31日

自　2020年３月１日

至　2020年８月31日

IFRSによる要約四半期財務諸表における営業利益 2,853 5,404

調整額：   

＋減価償却費及び償却費（注）２ 120 129

±その他調整（注）２、３ 103 19

調整額小計 223 148

IFRSに基づくEBITDA 3,076 5,552

　（注）１．百万円未満は四捨五入して記載しております。

２．使用権資産に係る償却費については「＋減価償却費及び償却費」から除いて「±その他調整」に含めてお

ります。

３．「±その他調整」は、IFRS固有の会計処理等によるものであります。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　日本基準に準拠した当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。)は、前事業

年度末に比べ1,774百万円増加し、当第２四半期会計期間末には9,802百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間において営業活動の結果得られた資金は、3,474百万円（前年同期は3,138百万円の収入）

となりました。主な増加は、税引前四半期純利益4,934百万円、のれん償却額472百万円、売上債権の減少額392百

万円、主な減少は、法人税等の支払額1,662百万円によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間において投資活動の結果使用した資金は、262百万円（前年同期は10百万円の使用）とな

りました。これは主に、有形固定資産の取得による支出132百万円、敷金の差入による支出108百万円によるもので

あります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間において財務活動の結果使用した資金は、1,438百万円（前年同期は1,271百万円の使用）

となりました。これは主に、長期借入金の返済による支出525百万円、配当金の支払額916百万円によるものであり

ます。

 

　参考情報として、IFRSに準拠した当第２四半期累計期間におけるキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであ

ります。

　当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。)は、前事業年度末に比べ1,774百

万円増加し、当第２四半期会計期間末には9,802百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間において営業活動の結果得られた資金は、3,811百万円（前年同期は3,425百万円の収入）

となりました。主な増加は、税引前四半期利益5,375百万円、減価償却費及び償却費455百万円、売上債権及びその

他の債権の減少額408百万円、主な減少は、その他の流動負債の減少額878百万円、法人所得税の支払額1,662百万

円によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間において投資活動の結果使用した資金は、262百万円（前年同期は10百万円の使用）とな

りました。これは主に、有形固定資産の取得による支出132百万円、敷金の差入による支出108百万円によるもので

あります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間において財務活動の結果使用した資金は、1,775百万円（前年同期は1,558百万円の使用）

となりました。これは主に、長期借入金の返済による支出525百万円、リース負債の返済による支出342百万円、配

当金の支払額916百万円によるものであります。

 

 

(3）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 26,000,000

計 26,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2020年８月31日）

提出日現在発行数（株）
（2020年10月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,541,141 15,541,141
東京証券取引所

市場第一部

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式であり、単元株

式数は100株であり

ます。

計 15,541,141 15,541,141 － －

　（注）「提出日現在発行数」の欄には、2020年10月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれていません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2020年６月１日～

2020年８月31日
－ 15,541,141 － 282 － 182
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（５）【大株主の状況】

  2020年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）

 

東京都港区浜松町２丁目11番３号

 

1,695,000 11.06

江口　新

 

東京都港区

 

1,555,714 10.15

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）

 

東京都中央区晴海１丁目８番12号

 

897,800 5.86

株式会社日本カストディ銀行（信託

口９）

 

東京都中央区晴海１丁目８番12号

 

523,600 3.42

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT

 

（常任代理人 香港上海銀行東京支

店カストディ業務部）

 

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA

02111

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）

 

503,105 3.28

THE BANK OF NEW YORK MELLON

140044

（常任代理人 株式会社みずほ銀行

決済営業部）

 

240 GREENWICH STREET, NEW YORK, NY

10286, U.S.A.

（東京都港区港南２丁目15番１号）

 

392,038 2.56

GOVERNMENT OF NORWAY

 

（常任代理人 シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店）

 

BANKPLASSEN 2, 0107 OSLO 1 OSLO 0107

NO

（東京都新宿区新宿６丁目27番30号）

 

342,900 2.24

BBH FOR UMB BANK, NATIONAL

ASSOCIATION-OBERWEIS INT OPP

INSTITUTION FD

（常任代理人 株式会社三菱ＵＦＪ

銀行）

 

3333 WARRENVILLE RD STE 500 LISLE

ILLINOIS 60532 U.S.A

 

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１

号）

 

313,500 2.05

JP MORGAN CHASE BANK 380055

 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行

決済営業部）

 

270 PARK AVENUE, NEW YORK, NY 10017,

UNITED STATES OF AMERICA

（東京都港区港南２丁目15番１号）

 

307,000 2.00

萩平　和巳

 

東京都世田谷区

 

292,642 1.91

計 － 6,823,299 44.51
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　（注）１．2020年４月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、アセットマネジメン

トOne株式会社及びその共同保有者であるAsset Management One International Ltd.が2020年４月15日現在

で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第２四半期会計期間末現在における

実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

　なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

アセットマネジメントOne

株式会社

東京都千代田区丸の内１丁目８番２

号
591,200 3.80

Asset Management One

International Ltd.

Mizuho House, 30 Old Bailey,

London, EC4M 7AU, UK
63,300 0.41

計 － 654,500 4.21

２．2020年８月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、Capital Research and

Management Company及びその共同保有者３社が2020年７月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載さ

れているものの、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんの

で、上記大株主の状況には含めておりません。

　なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

Capital Research and

Management Company

333 South Hope Street, Los

Angeles, CA 90071, U.S.A.
370,100 2.38

Capital International

Inc

11100 Santa Monica Boulevard,

15th Fl., Los Angeles, CA 90025,

U.S.A.

30,900 0.20

Capital International

Sarl

3 Place des Bergues, 1201

Geneva, Switzerland
49,600 0.32

キャピタル・インターナ

ショナル株式会社

東京都千代田区丸の内二丁目１番１

号
562,100 3.62

計 － 1,012,700 6.52

３．2020年９月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、フィデリティ投信株

式会社が2020年８月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第２四

半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりま

せん。

　なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

フィデリティ投信株式会

社
東京都港区六本木７丁目７番７号 641,300 4.13
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2020年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 212,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,320,300 153,203

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は100株であり

ます。

単元未満株式 普通株式 8,641 － －

発行済株式総数  15,541,141 － －

総株主の議決権  － 153,203 －

　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式76株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2020年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社ベイカレント・

コンサルティング

東京都港区虎ノ門一丁目23

番１号
212,200 － 212,200 1.37

計 － 212,200 － 212,200 1.37

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表及び要約四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下、「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社の要約四半期財務諸表は、四半期財務諸表等規則第83条第２項の規定により、国際会計基準第34号「期

中財務報告」（以下、「IAS第34号」という。）に準拠して作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（2020年６月１日から2020年８

月31日まで）及び第２四半期累計期間（2020年３月１日から2020年８月31日まで）に係る四半期財務諸表及び要約四

半期財務諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表及び要約四半期連結財務諸表について

　当社は、日本基準及びIFRSにおいて「第４　経理の状況　２　国際会計基準による要約四半期財務諸表　要約四半

期財務諸表注記事項　２．作成の基礎」に記載のとおり、四半期連結財務諸表及び要約四半期連結財務諸表を作成し

ておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

（2020年２月29日）
当第２四半期会計期間
（2020年８月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,021 9,798

売掛金 4,834 4,442

仕掛品 405 372

その他 269 400

流動資産合計 13,529 15,012

固定資産   

有形固定資産 411 549

無形固定資産   

のれん 13,444 12,972

その他 264 175

無形固定資産合計 13,708 13,147

投資その他の資産 1,449 1,809

固定資産合計 15,568 15,505

資産合計 29,097 30,517

負債の部   

流動負債   

1年内返済予定の長期借入金 ※２ 1,050 ※２ 1,050

未払金 378 216

未払法人税等 1,862 1,935

賞与引当金 1,173 1,158

その他 2,371 1,603

流動負債合計 6,834 5,962

固定負債   

長期借入金 ※２ 5,513 ※２ 4,988

資産除去債務 101 101

その他 43 37

固定負債合計 5,657 5,126

負債合計 12,491 11,088

純資産の部   

株主資本   

資本金 282 282

資本剰余金 7,705 8,047

利益剰余金 9,378 11,659

自己株式 △760 △559

株主資本合計 16,605 19,429

新株予約権 1 0

純資産合計 16,606 19,429

負債純資産合計 29,097 30,517
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第２四半期累計期間
(自　2019年３月１日
　至　2019年８月31日)

 当第２四半期累計期間
(自　2020年３月１日
　至　2020年８月31日)

売上高 14,894 19,708

売上原価 8,908 10,979

売上総利益 5,986 8,729

販売費及び一般管理費 ※ 3,502 ※ 3,778

営業利益 2,484 4,951

営業外収益   

未払配当金除斥益 － 2

営業外収益合計 － 2

営業外費用   

支払利息 21 19

支払手数料 5 －

その他 0 0

営業外費用合計 26 19

経常利益 2,458 4,934

特別利益   

新株予約権戻入益 1 －

特別利益合計 1 －

税引前四半期純利益 2,459 4,934

法人税等 923 1,738

四半期純利益 1,536 3,196
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
 前第２四半期累計期間
(自　2019年３月１日
　至　2019年８月31日)

 当第２四半期累計期間
(自　2020年３月１日
　至　2020年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 2,459 4,934

減価償却費及びその他の償却費 120 129

のれん償却額 472 472

賞与引当金の増減額（△は減少） 92 △15

新株予約権戻入益 △1 －

未払配当金除斥益 － △2

支払利息 21 19

支払手数料 5 －

売上債権の増減額（△は増加） △204 392

たな卸資産の増減額（△は増加） 204 33

その他 754 △807

小計 3,922 5,155

利息の支払額 △21 △19

法人税等の支払額 △763 △1,662

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,138 3,474

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △10 △132

敷金の差入による支出 △0 △108

その他 △0 △22

投資活動によるキャッシュ・フロー △10 △262

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △525 △525

自己株式の取得による支出 △309 △0

配当金の支払額 △456 △916

その他 19 3

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,271 △1,438

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,857 1,774

現金及び現金同等物の期首残高 2,985 8,028

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 4,842 ※ 9,802
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（税金費用の計算方法の変更）

　税金費用については、従来、年度決算と同様の方法により計算しておりましたが、当社の四半期決算業務の一

層の効率化を図るため、第１四半期会計期間より年度決算で見込まれる税効果会計適用後の実効税率を合理的に

見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法に変更しております。

　なお、この変更による影響は軽微であるため、遡及適用は行っておりません。

 

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

　新型コロナウイルス感染症の収束時期の変動による影響は不確定要素があるものの、当第２四半期会計期間末に

おいて、当社の業績に大きな影響は見られていないことから、当該感染症による影響は限定的であると仮定し、会

計上の見積りに重要な影響は与えないものと判断しております。

 

（四半期貸借対照表関係）

１　偶発債務

訴訟等

　当社は、フューチャー株式会社及びフューチャーアーキテクト株式会社（以下、「原告ら」という。）か

ら、当社及び当社元従業員（原告ら及び当社の元従業員であるため、以下、「当該元従業員Ａ」という。）

に対して、2017年８月３日付で不正競争防止法等に基づく損害賠償請求等を求める民事訴訟を提起されまし

た。当社の法律顧問の見解を踏まえたうえで、現時点で当社に対する請求が認められることは考えておりま

せん。したがって、当該訴訟による損害賠償等に関して支払いが生じる可能性は低いため、当該引当金は計

上しておりません。

　なお、訴訟の内容及び請求金額は以下のとおりであります。

 

(1）訴訟の内容：不正競争防止法等に基づく差止め等及び損害賠償請求

 

(2）請求金額：合計　165百万円及び年５分の遅延損害金

①　当該元従業員Ａと当社に対し、当該元従業員Ａが営業機密を取得したこと等による損害として、当該

元従業員Ａと当社が連帯して、原告らそれぞれ55百万円及び年５分の遅延損害金。

②　当社に対し、当社が当該元従業員Ａを採用したことにより、新たな従業員の雇い入れ、教育費用発生

等による損害として、原告らそれぞれ28百万円及び年５分の遅延損害金。

 

※２　財務制限条項

前事業年度（2020年２月29日）

　当事業年度末における長期借入金5,513百万円、１年内返済予定の長期借入金1,050百万円については、借

入先との金銭消費貸借契約において、原則として日本基準に基づく財務諸表を基礎として算出される以下の

財務指標値を満たすことを確約しております。なお、当事業年度における以下の財務指標値は満たしており

ます。

 

(1）各事業年度末における貸借対照表の純資産の部の合計金額を、直前の事業年度比75％、又は2017年２月

期比75％のいずれか高い金額以上に維持すること。

 

(2）各事業年度における経常利益を２期連続で損失としないこと。
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当第２四半期会計期間（2020年８月31日）

　当第２四半期会計期間末における長期借入金4,988百万円、１年内返済予定の長期借入金1,050百万円につ

いては、借入先との金銭消費貸借契約において、原則として日本基準に基づく財務諸表を基礎として算出さ

れる以下の財務指標値を満たすことを確約しております。なお、前事業年度における以下の財務諸表数値は

満たしております。

 

(1）各事業年度末における貸借対照表の純資産の部の合計金額を、直前の事業年度比75％、又は2017年２月

期比75％のいずれか高い金額以上に維持すること。

 

(2）各事業年度における経常利益を２期連続で損失としないこと。

 

３　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約を締結しております。

これらの契約に基づく当座貸越契約及び借入未実行残高は以下のとおりであります。

 
前事業年度

（2020年２月29日）
当第２四半期会計期間
　（2020年８月31日）

当座貸越契約の総額 550百万円 2,500百万円

借入実行残高 － －

差引額 550 2,500

 

（四半期損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は以下のとおりであります。

 
　前第２四半期累計期間
（自　2019年３月１日
　　至　2019年８月31日）

　当第２四半期累計期間
（自　2020年３月１日
　　至　2020年８月31日）

給与 860百万円 949百万円

賞与引当金繰入額 102 132

採用費 704 717

減価償却費及びその他の償却費 94 100

のれん償却額 472 472

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は以下のとお

りであります。

 
前第２四半期累計期間
（自 2019年３月１日
至 2019年８月31日）

当第２四半期累計期間
（自 2020年３月１日
至 2020年８月31日）

現金及び預金 4,842百万円 9,798百万円

流動資産「その他」（預け金） － 4

現金及び現金同等物 4,842 9,802
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　2019年３月１日　至　2019年８月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年５月29日

定時株主総会
普通株式 456 30.00 2019年２月28日 2019年５月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後

となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年10月11日

取締役会
普通株式 457 30.00 2019年８月31日 2019年11月29日 利益剰余金

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2019年６月19日開催の取締役会決議に基づき、当社の取締役（社外取締役を除く）及び当社幹部社

員に対する譲渡制限付株式としての自己株式の処分（87,137株）を2019年７月18日付で行い、当第２四半期累

計期間において、新株予約権の権利行使による自己株式の処分も含めて、自己株式が348百万円減少しており

ます。

　この結果、当第２四半期会計期間末において、自己株式が803百万円（302,797株）となっております。

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　2020年３月１日　至　2020年８月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年５月27日

定時株主総会
普通株式 915 60.00 2020年２月29日 2020年５月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後

となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年10月15日

取締役会（予定）
普通株式 843 55.00 2020年８月31日 2020年11月30日 利益剰余金

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2020年６月17日開催の取締役会決議に基づき、当社の取締役（社外取締役を除く）及び当社幹部社

員に対する譲渡制限付株式としての自己株式の処分（57,498株）を2020年７月14日付で行い、当第２四半期累

計期間において、新株予約権の権利行使による自己株式の処分も含めて、自己株式が201百万円減少しており

ます。

　この結果、当第２四半期会計期間末において、自己株式が559百万円（212,276株）となっております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　2019年３月１日　至　2019年８月31日）

　当社は、コンサルティング事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　2020年３月１日　至　2020年８月31日）

　当社は、コンサルティング事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　2019年３月１日
至　2019年８月31日）

当第２四半期累計期間
（自　2020年３月１日
至　2020年８月31日）

(1)１株当たり四半期純利益 101.44円 209.25円

　（算定上の基礎）   

　四半期純利益（百万円） 1,536 3,196

　普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

　普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,536 3,196

　普通株式の期中平均株式数（株） 15,145,850 15,272,239

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 100.77円 208.48円

　（算定上の基礎）   

　四半期純利益調整額（百万円） － －

　普通株式増加数（株） 100,864 56,671

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前事業年度末から重要な変動

があったものの概要

－ －

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【国際会計基準による要約四半期財務諸表】

（１）【要約四半期財政状態計算書】

   （単位：百万円）

 注記
前事業年度

(2020年２月29日)
当第２四半期会計期間
(2020年８月31日)

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物  8,028 9,802

売上債権及びその他の債権  4,901 4,493

たな卸資産  344 325

その他の流動資産  64 37

流動資産合計  13,337 14,657

非流動資産    

有形固定資産 6 939 2,155

のれん  19,187 19,187

無形資産  264 175

その他の金融資産 11 670 789

繰延税金資産  844 825

非流動資産合計  21,904 23,131

資産合計  35,241 37,788

負債及び資本    

負債    

流動負債    

借入金  1,050 1,050

リース負債  308 656

その他の金融負債  245 214

未払法人所得税  1,862 1,935

その他の流動負債  4,519 3,641

流動負債合計  7,984 7,496

非流動負債    

借入金  5,463 4,946

リース負債  245 961

引当金  101 101

非流動負債合計  5,809 6,008

負債合計  13,793 13,504

資本    

資本金  282 282

資本剰余金  7,356 7,288

自己株式 7 △760 △559

利益剰余金  14,570 17,273

資本合計  21,448 24,284

負債及び資本合計  35,241 37,788
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（２）【要約四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

   （単位：百万円）

 注記
 前第２四半期累計期間
(自　2019年３月１日
　至　2019年８月31日)

 当第２四半期累計期間
(自　2020年３月１日
　至　2020年８月31日)

売上収益 9 14,908 19,754

売上原価  9,016 11,053

売上総利益  5,892 8,701

販売費及び一般管理費  3,039 3,299

その他の収益  － 2

その他の費用  0 －

営業利益  2,853 5,404

金融費用  32 29

税引前四半期利益  2,821 5,375

法人所得税費用  908 1,757

四半期利益  1,913 3,618

    

１株当たり四半期利益    

基本的１株当たり四半期利益（円） 10 126.31 236.97

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 10 125.48 236.09

 

【第２四半期会計期間】

   （単位：百万円）

 注記
 前第２四半期会計期間
(自　2019年６月１日
　至　2019年８月31日)

 当第２四半期会計期間
(自　2020年６月１日
　至　2020年８月31日)

売上収益  7,088 9,734

売上原価  4,377 5,705

売上総利益  2,711 4,029

販売費及び一般管理費  1,499 1,614

その他の収益  － 2

その他の費用  0 －

営業利益  1,212 2,417

金融費用  16 15

税引前四半期利益  1,196 2,402

法人所得税費用  385 785

四半期利益  811 1,617

    

１株当たり四半期利益    

基本的１株当たり四半期利益（円） 10 53.52 105.77

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 10 53.19 105.38
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（３）【要約四半期包括利益計算書】

【第２四半期累計期間】

   （単位：百万円）

 注記
 前第２四半期累計期間
(自　2019年３月１日
　至　2019年８月31日)

 当第２四半期累計期間
(自　2020年３月１日
　至　2020年８月31日)

四半期利益  1,913 3,618

    

その他の包括利益  － －

    

四半期包括利益  1,913 3,618

 

【第２四半期会計期間】

   （単位：百万円）

 注記
 前第２四半期会計期間
(自　2019年６月１日
　至　2019年８月31日)

 当第２四半期会計期間
(自　2020年６月１日
　至　2020年８月31日)

四半期利益  811 1,617

    

その他の包括利益  － －

    

四半期包括利益  811 1,617
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（４）【要約四半期持分変動計算書】

前第２四半期累計期間（自　2019年３月１日　至　2019年８月31日）

     （単位：百万円）

 注記 資本金 資本剰余金 自己株式 利益剰余金 資本合計

2019年３月１日時点の残高  282 7,568 △847 9,579 16,582

会計方針の変更  － － － △8 △8

修正再表示後の残高  282 7,568 △847 9,571 16,574

四半期利益  － － － 1,913 1,913

その他の包括利益  － － － － －

四半期包括利益合計  － － － 1,913 1,913

自己株式の取得  － － △304 － △304

自己株式の処分  － △328 348 － 20

配当金 8 － － － △456 △456

株式報酬費用  － 59 － － 59

所有者との取引額合計  － △269 44 △456 △681

2019年８月31日時点の残高  282 7,299 △803 11,028 17,806

 

当第２四半期累計期間（自　2020年３月１日　至　2020年８月31日）

     （単位：百万円）

 注記 資本金 資本剰余金 自己株式 利益剰余金 資本合計

2020年３月１日時点の残高  282 7,356 △760 14,570 21,448

四半期利益  － － － 3,618 3,618

その他の包括利益  － － － － －

四半期包括利益合計  － － － 3,618 3,618

自己株式の取得  － － △0 － △0

自己株式の処分 7 － △192 201 － 9

配当金 8 － － － △915 △915

株式報酬費用  － 124 － － 124

所有者との取引額合計  － △68 201 △915 △782

2020年８月31日時点の残高  282 7,288 △559 17,273 24,284
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（５）【要約四半期キャッシュ・フロー計算書】

   （単位：百万円）

 注記
 前第２四半期累計期間
(自　2019年３月１日
　至　2019年８月31日)

 当第２四半期累計期間
(自　2020年３月１日
　至　2020年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前四半期利益  2,821 5,375

減価償却費及び償却費  400 455

株式報酬費用  59 124

金融費用  32 29

売上債権及びその他の債権の増減額（△は増加）  85 408

たな卸資産の増減額（△は増加）  △84 19

その他の流動資産の増減額（△は増加）  40 28

その他の金融負債の増減額（△は減少）  9 △63

その他の流動負債の増減額（△は減少）  844 △878

その他  5 △2

小計  4,211 5,495

利息の支払額  △23 △22

法人所得税の支払額  △763 △1,662

営業活動によるキャッシュ・フロー  3,425 3,811

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △10 △132

敷金の差入による支出  △0 △108

その他  △0 △22

投資活動によるキャッシュ・フロー  △10 △262

財務活動によるキャッシュ・フロー    

長期借入金の返済による支出  △525 △525

リース負債の返済による支出  △287 △342

自己株式の取得による支出  △309 △0

配当金の支払額  △456 △916

その他  19 8

財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,558 △1,775

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  1,857 1,774

現金及び現金同等物の期首残高  2,985 8,028

現金及び現金同等物の四半期末残高  4,842 9,802
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【要約四半期財務諸表注記事項】

１．報告企業

　株式会社ベイカレント・コンサルティング（以下、「当社」という。）は日本国に所在する企業でありま

す。その登記されている本社は東京都港区に所在しております。当社の2020年８月31日に終了する第２四半期

の要約四半期財務諸表は、当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況を表しております。

　当社の事業内容は、注記「５．事業セグメント」に記載しております。

 

２．作成の基礎

(1）国際会計基準に準拠している旨

　当社の要約四半期財務諸表は、四半期財務諸表等規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」

の要件を満たすことから、同第83条第２項の規定によりIAS第34号に準拠して作成しております。

　本要約四半期財務諸表は年次財務諸表で要求されているすべての情報が含まれていないため、前事業年度

の財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

　当社の子会社は、BAYCURRENT CONSULTING INDIA PRIVATE LIMITED（インド）の１社でありますが、本要

約四半期財務諸表の開示対象事業年度において休眠会社であり、清算手続きを実施しております。そのた

め、単体四半期財務諸表のみを作成しております。

 

(2）測定の基礎

　当社の要約四半期財務諸表は、公正価値で測定されている特定の金融商品等を除き、取得原価を基礎とし

て作成しております。

 

(3）機能通貨及び表示通貨

　当社の要約四半期財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未満を四捨五

入して表示しております。

 

３．重要な会計方針

　当社の要約四半期財務諸表において適用する重要な会計方針は、前事業年度に係る財務諸表において適用し

た会計方針と同一であります。

　なお、当第２四半期累計期間の法人所得税費用は、見積年次実効税率を基に算定しております。

 

４．重要な会計上の見積り及び判断

　要約四半期財務諸表の作成にあたり、経営者は判断及び見積りを利用しております。経営者による判断及び

見積りは、要約四半期財務諸表の報告日の資産、負債、収益及び費用として報告した金額に影響を与えており

ます。見積り及び仮定は経営者により継続して見直されております。これらの見積り及び仮定の見直しによる

影響は、その見積り及び仮定を見直した期間及びそれ以降の期間において認識しております。

　本要約四半期財務諸表の金額に重要な影響を与える判断及び見積りは、前事業年度に係る財務諸表と同様で

あります。

　なお、新型コロナウイルス感染症の収束時期の変動による影響は不確定要素があるものの、当第２四半期会

計期間末において、当社の業績に大きな影響は見られていないことから、当該感染症による影響は限定的であ

ると仮定し、会計上の見積りに重要な影響は与えないものと判断しております。
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５．事業セグメント

　当社の事業内容は、「コンサルティング事業」の単一セグメントであります。そのサービス内容は、顧客の

あらゆる経営課題を解決するためのコンサルティングサービスを提供しております。

 

６．有形固定資産

　当第２四半期累計期間において、本社事務所に係る建物及び附属設備の賃貸借契約を更新したことに伴い、

有形固定資産（使用権資産）が1,405百万円増加しております。

 

７．資本及びその他の資本項目

自己株式

　当社は、2020年６月17日開催の取締役会決議に基づき、2020年７月14日付で当社の取締役（社外取締役を

除く）及び当社幹部社員に対する譲渡制限付株式としての自己株式の処分（57,498株）を行いました。

　なお、付与日の公正価値は、当社取締役会決議日の前営業日（2020年６月16日）の東京証券取引所市場第

一部における当社普通株式の終値（9,290円）であります。この結果、新株予約権の権利行使による自己株

式の処分も含めて、自己株式が201百万円減少しております。

　これらの結果、当第２四半期会計期間末において、自己株式が559百万円（212,276株）となっておりま

す。

 

８．配当金

　「第４　経理の状況　１　四半期財務諸表　注記事項　（株主資本等関係）」に同一の内容を記載している

ため、注記を省略しております。

 

９．売上収益

　顧客との契約から生じる収益については、マネジメントの判断に基づく顧客の業種により分解しており、こ

れらの分解した収益と売上収益との関連は、以下のとおりであります。なお、大多数の売上収益は、６ヶ月以

内の一定の期間にわたり認識されるものであります。

（単位：百万円）

 
前第２四半期累計期間
（自　2019年３月１日
至　2019年８月31日）

当第２四半期累計期間
（自　2020年３月１日
至　2020年８月31日）

金融（銀行・証券・保険等） 5,500 5,670

情報通信・メディア・ハイテク 4,826 8,050

その他 4,582 6,034

合計 14,908 19,754
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10．１株当たり四半期利益

 
前第２四半期累計期間
（自　2019年３月１日
至　2019年８月31日）

当第２四半期累計期間
（自　2020年３月１日
至　2020年８月31日）

当社の普通株主に帰属する四半期利益（百万円） 1,913 3,618

当社の普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する

四半期利益（百万円）
1,913 3,618

四半期利益調整額（百万円） － －

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に使用する

四半期利益（百万円）
1,913 3,618

期中平均普通株式数（株） 15,145,850 15,272,239

普通株式増加数（株） 100,864 56,671

希薄化後の期中平均普通株式数（株） 15,246,714 15,328,910

基本的１株当たり四半期利益（円） 126.31 236.97

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 125.48 236.09

 

 
前第２四半期会計期間
（自　2019年６月１日
至　2019年８月31日）

当第２四半期会計期間
（自　2020年６月１日
至　2020年８月31日）

当社の普通株主に帰属する四半期利益（百万円） 811 1,617

当社の普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する

四半期利益（百万円）
811 1,617

四半期利益調整額（百万円） － －

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に使用する

四半期利益（百万円）
811 1,617

期中平均普通株式数（株） 15,169,063 15,291,002

普通株式増加数（株） 94,425 55,900

希薄化後の期中平均普通株式数（株） 15,263,488 15,346,902

基本的１株当たり四半期利益（円） 53.52 105.77

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 53.19 105.38

 

EDINET提出書類

株式会社ベイカレント・コンサルティング(E32549)

四半期報告書

28/33



11．金融商品

金融商品の公正価値

(1）公正価値

　各報告期間の末日に公正価値で測定される金融商品について、測定に用いたインプットの観察可能性及

び重要性に応じた公正価値測定を、以下のとおりレベル１からレベル３まで分類しております。

レベル１：企業が測定日現在でアクセスできる同一の資産又は負債に関する活発な市場における無調整の

相場価格

レベル２：レベル１に含まれる相場価格以外のインプットのうち、資産又は負債について直接又は間接に

観察可能なインプットを使用して算出された公正価値

レベル３：資産又は負債に関する観察可能でないインプットを含む評価技法から算出された公正価値

 

　公正価値ヒエラルキー

　公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、振替を生じさせた事象又は状況の変化が生じた日に認識さ

れます。前事業年度及び当第２四半期会計期間において、公正価値レベル１とレベル２の間の重要な振替

は行われておりません。

 

(2）公正価値で測定される金融商品

　公正価値で測定される金融商品については、当該金融商品の帳簿価額が公正価値の合理的な近似値であ

るため、記載しておりません。

 

(3）公正価値で測定されない金融商品

　各報告期間の末日に経常的に公正価値で測定されないが、公正価値の開示が要求される金融商品につい

ては、当該金融商品の帳簿価額が公正価値の合理的な近似値であるため、記載しておりません。

 

12．関連当事者

関連当事者との取引

前第２四半期累計期間（自　2019年３月１日　至　2019年８月31日）

①　譲渡制限付株式の付与

　当社は、譲渡制限付株式を割り当てる株式報酬制度に基づき、当社取締役（社外取締役を除く）４名

に対し、2019年７月18日に譲渡制限付株式の付与を行っており、その取引金額は205百万円でありま

す。

　なお、取引条件及び取引条件の決定方針等に関しては、2018年５月30日開催の第４回定時株主総会に

おいて、譲渡制限付株式の付与のために支給する金銭報酬債権としての報酬額について決議されてお

り、具体的な支給時期及び配分については、取締役会の前営業日の東京証券取引所における当社普通株

式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎として、当該

普通株式を引き受ける対象取締役に特に有利な金額とならない範囲において、2019年６月19日開催の取

締役会において決定しております。

 

②　新株予約権の権利行使

　当社取締役１名は、新株予約権を行使しており、その取引金額は15百万円であります。

　なお、取引条件及び取引条件の決定方針等に関しては、2015年２月27日開催の臨時株主総会の決議に

基づき付与された新株予約権であり、取引金額は、当第２四半期累計期間における新株予約権の権利行

使による付与株式数に行使時の払込金額を乗じた金額であります。

 

当第２四半期累計期間（自　2020年３月１日　至　2020年８月31日）

　当社は、譲渡制限付株式を割り当てる株式報酬制度に基づき、当社取締役（社外取締役を除く）４名に

対し、2020年７月14日に譲渡制限付株式の付与を行っており、その取引金額は300百万円であります。

　なお、取引条件及び取引条件の決定方針等に関しては、2018年５月30日開催の第４回定時株主総会にお

いて、譲渡制限付株式の付与のために支給する金銭報酬債権としての報酬額について決議されており、具

体的な支給時期及び配分については、取締役会の前営業日の東京証券取引所における当社普通株式の終値

（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎として、当該普通株式を

引き受ける対象取締役に特に有利な金額とならない範囲において、2020年６月17日開催の取締役会におい

て決定しております。
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13．偶発債務

訴訟等

　当第２四半期会計期間末において、前事業年度の財務諸表の注記事項で報告された情報から重要な変動はあ

りません。

 

14．後発事象

　該当事項はありません。

 

３【その他】

(1）中間配当

　2020年10月15日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、以下のとおり決議いたしました。

①　配当金の総額………………………………………843百万円

②　１株当たりの金額…………………………………55円00銭

③　支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2020年11月30日

（注）　2020年８月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

 

(2）訴訟等

　「第４　経理の状況　１　四半期財務諸表　注記事項　四半期貸借対照表関係　１　偶発債務」及び「第４　経

理の状況　２　国際会計基準による要約四半期財務諸表　要約四半期財務諸表注記事項　13.　偶発債務」をご参

照ください。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2020年10月14日

株式会社ベイカレント・コンサルティング

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 本間　洋一　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 齋藤　哲　　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ベイカ

レント・コンサルティングの2020年３月１日から2021年２月28日までの第７期事業年度の第２四半期会計期間（2020年６

月１日から2020年８月31日まで）及び第２四半期累計期間（2020年３月１日から2020年８月31日まで）に係る四半期財務

諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ベイカレント・コンサルティングの2020年８月31日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2020年10月14日

株式会社ベイカレント・コンサルティング

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 本間　洋一　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 齋藤　哲　　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ベイカ

レント・コンサルティングの2020年３月１日から2021年２月28日までの第７期事業年度の第２四半期会計期間（2020年６

月１日から2020年８月31日まで）及び第２四半期累計期間（2020年３月１日から2020年８月31日まで）に係る要約四半期

財務諸表、すなわち、要約四半期財政状態計算書、要約四半期損益計算書、要約四半期包括利益計算書、要約四半期持分

変動計算書、要約四半期キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期財務諸表注記事項について四半期レビューを行った。

 

要約四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」第83条第２項の規定により国際会計基

準第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない要約四半期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備

及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務報告」

に準拠して、株式会社ベイカレント・コンサルティングの2020年８月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四

半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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